
 令和７年の税制改正により、働き方に影響の大きい変

更が施行されました。国税庁が公表した「源泉所得税の

改正のあらまし（令和７年４月版）」を抜粋してその内容を

お知らせいたします。 

 上記は内訳として以下２点の改正が行われたことにより

ます。 

改正前 改正後 

基礎控除 

の最低額 
４８万円 ５８万円 

給与所得控除 

の最低額 
５５万円 ６５万円 

合  計 １０３万円 １２３万円 

年収１５０万円以下であれば改正前の特定扶養控除と

同じく６３万円の扶養控除が適用されます。 

また、年収１５０万円を超えても段階的に次の扶養控除

（特定親族特別控除）が適用されます。 

１９歳～２２歳の方の年収 控除金額 

～１５０万円以下 ６３万円 

～１５５万円以下 ６１万円 

～１６０万円以下 ５１万円 

～１６５万円以下 ４１万円 

～１７０万円以下 ３１万円 

～１７５万円以下 ２１万円 

～１８０万円以下 １１万円 

～１８５万円以下 ６万円 

～１８８万円以下 ３万円 

 通常の基礎控除５８万円とは別に、その方の年収に応

じて以下の段階的控除が適用されます。 

その方の年収 

基礎控除額 

令和７～８年

限定 

令和９年 

以降 

～２，００３，９９９円以下 ９５万円 ９５万円 

～４，７５１，９９９円以下 ８８万円 

５８万円 
～６，６５５，５５６円以下 ６８万円 

～８，５００，０００円以下 ６３万円 

～２５，４５０，０００円以下 ５８万円 

（注意） 

①上記の改正は令和７年１月まで遡って適用されますが、

事務手続きとしては年末調整時に行われるため、各月

の給与に係る手取り金額に変化は生じません。 

プロ野球・巨人の坂本勇人選手（36）に対し、東京国

税局が2022年までの3年間で約 2億 4000 万円の申告

漏れを指摘していたことが先月判明しました。過少申告
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加算税を含む追徴税額は約 1億円で、坂本選手は既に

修正申告を済ませています。悪質ではないとして重加算

税は課されなかったそうです。関係者によると、坂本選

手は料亭やクラブでの飲食代などを「必要経費」として

計上し、所得税の確定申告をしていました。必要経費は

“収入を得るために直接必要な支出”と規定されていま

すが、国税局はこれには該当しないと判断しました。  

読売巨人軍は「従来認められていた自主トレなどの費用

も含め否認されましたが、税務署の指示に従って申告し

納税しました。いわゆる脱税にあたる悪質な申告漏れま

たは所得隠しにはあたりません。」とコメントしています。

このコメントにある、従来認められていた自主トレなどの

費用否認を受け入れた事に疑問を抱く方がいらっしゃる

かも知れません。詳しい事は当事者でないとい分かりま

せんが、税務署の主張は「従来から認めていた訳ではあ

りません。税務調査の機会がなかったり、以前の税務調

査ではたまたま着目項目にあげなかったりしただけ。」と

いう事が予想されます。これは我々が経験する税務調査

でもあることで、税務調査で議論のうえ認めた場合と議

題にあげずにスルーした場合とでは、税務署の認識は

異なってきます。 

 顧問先の皆様も飲食代を経費に算入することは多々あ

ると思います。野球選手と皆様のご商売は異なるもので

すが、飲食代を経費算入する際は、以下の事を明記し

て、“収入を得るために必要な支出”であることを記録し

ておくと良いでしょう。 

 相手の氏名（会社名） 

 飲食の目的や成果を明記 

なお、坂本選手の推定年俸は当時５億円～６億円で

すので、年俸の１３％程を同経費に算入していたことに

なります。

 「確定申告書を提出し、暫くしても税務署から何も指摘

がなければ、その申告内容は認められたことになる。」 

と思っている方がいらっしゃいます。これは間違いです。 

確定申告書の受理や納付税金の収受は事務的におこ

なっているだけで、その内容まで認めたわけではありま

せん。では、申告内容が認められるか否かはどの段階で

決まるのでしょうか？それが税務調査です。 

【 税務調査とは 】 

 税務署はその管内で提出された確定申告書の内容

（収入や経費が正しく計上されているか）を確認するため

に、数年に一度“税務調査”を実施します。税務署が 

Ａ社の税務調査を実施すると判断すると次の段取りとな

ります。 

① 税務署員が皆さんの会社に出向いて実地調査す

る日程打診の電話が入ります。（通常は顧問税理

士に連絡が来ますが、社長さんに連絡が入るケー

スもあります） 

② 実地調査は２～３日間の設定となり、その間で皆さ

んの会社の営業活動の内容を聴いたり、請求書や

領収書の内容を聴いたりされます。 

③ 請求書や領収書に不備がなく、正しく確定申告の

計算が行われていれば終了（是認）ですが、 

その内容通りに収支計上されていなかたっり、経費

と認められない領収書があったりすると、修正申告

となります。 

 税務調査で是認されれば、その段階で申告内容が認

められた、という事になります。ただし、ここで注意が必要

なのが以下の点です。 

 税務署員も“人の子”ですので、本当は経費に認め

られない領収書を見逃すことがあります。 

 見逃した領収書は、当然修正申告に至らずに終了

します。 

 これは是認したことにはなりませんので、次回の税

務調査で発覚すると修正申告の対象になってしま

います。 

 簡単ではございますが、以上が税務調査の仕組みで

す。経営者の皆様におかれましては、どうぞご承知おき

ください。 

https://www.mmc-office.co.jp  検索「ＭＭＣ神保町」 

税務調査とは？
申告書の提出（ 受理） と
内容まで認める事とは別


